













































戦後も早い時期から受け入れて昭和 40 ～ 50 年代にかけては学部・大学院の正規留学生が 80 名に達し
ていたという。また早稲田大学は「グローバル化の端緒とも言えるのが，外国人留学生の受け入れ」（早
稲田大学プロローグ『国際交流と早稲田大学の歴史』）という立場で，その前身東京専門学校は 1884 年
に初の海外留学生を受け入れたという。そして 1988 年に受入れ開始より 104 年経って漸く日本語教育
センターを開設して外国人留学生のための日本語の教育を支援したということになる。










































































































































































































































































































































































































































































































































































































水本・池田 2004a，水本・池田 2004b，小川・丸山・奥野 2006，，中園 2006，小川 2006，伊藤 2007，







最近の記事であるが「外国人の受け入れ、中小の 45 ％が『必要』と回答 日商が調査、単純労働へ
の期待大」（2016.12.28 産経ニュース）において，日本商工会議所が，単純労働者とは言え中小企業の
「外国人材受け入れ」に対する意識調査結果として，受け入れ促進が「必要」とした企業は 45.4％，「わ















































3 これはネット『Timestepsインターネットの歴史と過去のニュースのそれから』(2009年 06月 21日)
からの情報でありソースは管見の及ぶ範囲ではないが，それによると一学年の定員が 100 人にもかかわ
らず当時は 2学年で 352 人が在籍していたそうだが，うち 339人が留学生だったようであったこと，10
月から中国人 265 人が入学する予定だったがここで入国管理局から待ったがかかり在留資格が認められ























































機関を限定している（平成 27 年 3 月現在 30 数校）。しかし国立大学法人であっても例えば宮崎大学で
は入学資格審査について，学校教育法施行規則(昭和 22 年文部省令第 11 号)の一部を改正する省令 (平
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成 15年文部科学省令第 41号)が平成 15年 9月 19日に公布，同日施行されたことにより，「大学におい









10 白石(2016)では「IIE Open-Doors」からのデータを元にではあるが，「米国の私立大学の学費は 300

















研究者や技術者，経営者などが永住権を取得するために必要な在留期間を現行の 5 年から最速で 1 年に
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